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農福連携に取り組む事業所に関する実態調査結果 

（水福連携関係） 
 

 

 近年、農福連携の取組が全国的に拡大する中で、農福連携に取り組む事業所について、ど

のような取組主体がどのような取組を行っているかなどが分かっておらず、今後、「農福連

携等推進ビジョン」等を念頭に農福連携を推進していく上で、取組事業所を特定し、その取

組概要を把握して、データベース化することが重要となっている。 

このため、令和 3年度及び令和 4年度に、農福連携に取り組む事業所の取組概要を把握す

る調査等を行ったところであるが、その充実と将来に向けた展開を図るため、今年度におい

ては、引き続き農福連携に取り組む事業所の取組概要を把握する調査を行うとともに、デー

タベース化に向けてシステムの構築を行った。 

 

１ 調査の目的 

2019年に取りまとめられた「農福連携等推進ビジョン」では、「農福連携に取り組む

主体を今後 5年で新たに 3,000 創出する」旨の政府目標が掲げられ、農林水産省をはじ

めとする関係省庁で農福連携に取り組む主体の拡大に向けてさまざまな取組を行ってい

るところである。 

農林水産省等の調べによると、起点となる 2019年度末における農福連携の主体数は

4,117であり、2022年度末では 6,343となっており、3年間で 2,226増加している。 

尤も、農林水産省等の調べでは、農業経営体・JA、特例子会社、障害者福祉事業所

（就労継続支援 A型事業所、就労継続支援 B型事業所）ごとの全国数を把握しているも

のの、それ以外の取組主体によるものや潜在的なものもあると思われ、また、それぞれ

の取組内容も明らかになっていない。 

このため、さらなる取組主体の発掘を目指して、都道府県別に取組主体別の取組状況

を把握し、データベース化につなげることにより、農福連携の効果的かつ効率的な推進

に資することとする。 

 

２ 調査の方法 

調査は、 

① 令和 3年度と令和 4年度に行った調査で、「農福連携に取り組んでいる」と回答した

ところに対して、調査内容を充実して行うもの 

② 「農」の広がりということを念頭に、新たに林福連携又は水福連携に取り組んでいる

可能性のあるところに対して行うもの 

を実施した。 

具体的には、①については、 

ア 厚生労働省の情報に基づき把握した全国の全ての就労継続支援 A型事業所と就労継続

支援 B型事業所の web検索を行って、農業の取組が確認できた事業所のリスト 

イ 農福連携全国都道府県ネットワーク（以下、「都道府県ネットワーク」という。）の協

力を得て入手した、都道府県ネットワークの会員が有する農福連携に取り組む事業所の

リスト 

ウ 2018年に一般社団法人日本基金が実施したアンケート調査で入手した農福連携に取

り組む事業所のリスト 
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エ 厚生労働省の情報に基づき把握した全国の全ての就労移行支援事業所及び生活介護事

業所（昨年度の調査対象であった就労継続支援 A型事業所又は就労継続支援 B型事業所

との多機能事業所を除く。）の都道府県別のリスト 

オ 公益社団法人日本農業法人協会が 2021年度農業法人白書の作成のために実施した会

員調査で把握した農福連携に取り組む農業法人のリスト 

カ 日本農業新聞の記事を検索し、特定した、農福連携に取り組んでいると思われる主体

のリスト 

をもとに作成したリストにより令和 3年度及び令和 4年度に実施した調査において、「農

福連携に取り組んでいる」と回答した事業所等に対して、基本的に、調査票を現物で送付

して返送してもらう方法で行った。なお、回答については、Google フォームによるもの

も併用した。 

また、②については、林野庁及び水産庁から、都道府県の担当課に協力依頼等を行って

もらった上で、各都道府県の意向により、 

 ア 都道府県の担当課に教えてもらったリストにより調査票を現物で送付して返送しても

らう方法 

イ 都道府県の担当課から調査対象に調査票を現物で送付して返送してもらうか、又はメ

ールに添付して送付して回答してもらうかの方法 

のいずれかで行った。なお、回答については、Google フォームによるものも併用した。 

調査対象は都道府県によって異なったが、総じて、林福連携は林業経営体、森林組合、

福祉事業所等、水福連携は水産業経営体、漁業協同組合、水産加工業協同組合、福祉事業

所等となった。 

 

３ 調査項目 

調査は、２の①及び②とも、以下の項目について実施した。 

① 基礎情報 

 ア 調査票が送付された事業所の名称、住所等 

 イ 代表者又は担当者の役職及び氏名 

 ウ 上部組織の名称等 

② 農福連携に係る情報 

 ア 農福連携の取組の有無（取り組んでいる場合以外は、取組をやめた理由、取組のた

めの条件、今後も取り組まない理由） 

 イ 農福連携の取組年数 

 ウ 農福連携の取組パターン 

 エ 経営の形態 

 オ 法人等の種類 

 カ 障害福祉サービス事業の内容 

 キ 農作業等に携わっている障害者等の数 

 ク 農作業等に携わっている障害者等の属性 

 ケ 障害者等が携わっている分野 

 コ 障害者等が携わっている農作業等による生産物 

 サ 障害者等の農作業等の性格 

シ 農福連携を進めていくに当たっての課題 

 ス 農作業等に係る事故の有無 
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セ 障害者等が農作業等に携わることによる事故の有無（事故があった場合は、発生場

所、詳細、対応） 

ソ 障害者等の農作業等に係る保険の加入状況 

タ 障害者等の年金の加入状況 

チ 今後の意向とその理由 

ツ 行政等による視察等の受入の可否 

テ 行政又は民間の主導する農福連携ネットワークへの参加の有無 

ト 農福連携に係るイベントへの参加の有無 

 ナ 行政等からの農福連携に係る情報提供の希望の有無 

 二 障害者等が農林水産業で雇用・就労することに対するイメージ 

 ヌ 国、地方公共団体等への個別の回答の内容の公開の可否 

 

  特に、「福」の広がりということを念頭に置いて、 

a 十把一絡げに「障害者」とせず、障害の種類等の情報を把握できるようにするととも

に、 

b 単に「障害者」の把握にとどまらず、刑務所出所者等、生活困窮者、要介護認定を受

けた高齢者、過去に引きこもり経験のある者等を範囲に含めることとした。 

 

 回答は 2023年 4月 1日現在の状況で記入していただくこととした。なお、調査に当た

っては、いくつかの文言の定義を以下のとおり行うとともに、林福連携又は水福連携の調

査に当たっては林業又は水産業の特性に応じて、調査の選択肢等を変えたところがある。 

 

（農福連携に関する実態調査） 

農福連携：「障害者等が農林水産物の生産等に携わっていること」とし、必ずしも障害福祉サービス

等の主体と農林水産業者が連携関係を築いている必要はありません。 

障害者等：身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者、刑務所出所者等（刑務所、少年院若

しくは拘置所の出所者又は保護観察対象者）、生活困窮者、要介護認定を受けた高齢者及

び引きこもり経験のある者とし、これらに準ずると考えられる者を含みます。 

農林水産物の生産等：農業では、農作物の播種から収穫・調製までの作業の他、当該農作物の加工

や、農業の各工程で発生する周辺作業（育苗箱の洗浄や保管管理、田畑の畦等の除草整備

作業等）を含みます。ただし、他の者が生産したものを単に加工すること（食品加工業に

従事すること）は含みません。 

林業では、樹木を育苗し、植林し、育成・管理して、林産物を生産することで、山菜の採

取、きのこの生産や木炭の製造等も含みます。また、林産物を加工して木材や木製品等

を製作することも含みます。 

水産業では、漁船漁業や養殖業に携わることで、水産加工品の製造に携わることも含み

ます。 

 

（林福連携に関する実態調査） 

林福連携：「障害者等が農林水産物の生産等に携わっていること」である農福連携のうち、特に「障

害者等が林産物の生産等に携わっていること」を指します。なお、必ずしも障害福祉サー

ビス等の主体と林業者が連携関係を築いている必要はありません。 

障害者等：身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者、刑務所出所者等（刑務所、少年院若
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しくは拘置所の出所者又は保護観察対象者）、生活困窮者、要介護認定を受けた高齢者及

び引きこもり経験のある者とし、これらに準ずると考えられる者を含みます。 

林産物の生産等：林業では、樹木を育苗し、植林し、育成・管理して、林産物を生産することで、山

菜の採取、きのこの生産や木炭の製造等も含みます。また、林産物を加工して木材や木製

品等を製作することも含みます。 

 

（水福連携に関する実態調査） 

水福連携：「障害者等が水産動植物の採捕又は養殖、生産等に携わっていること」とし、必ずしも障

害福祉サービス等の主体と水産業者が連携関係を築いている必要はありません。 

障害者等：身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者、刑務所出所者等（刑務所、少年院若

しくは拘置所の出所者又は保護観察対象者）、生活困窮者、要介護認定を受けた高齢者及

び引きこもり経験のある者とし、これらに準ずると考えられる者を含みます。 

水産業 ：漁船漁業や養殖業に携わることで、水産加工品の製造に携わることも含みます。 

 

４ 調査結果 

今年度の実態調査（水福連携関係）は、5,465事業体に対して行ったところ、1,334事

業体から有効回答（有効回答率 24.4%）があった。 

 

 

 

有効回答のうち、水福連携を「取り組んでいる」と回答したのは 111事業体で、「取り

組んでいたが、やめた」が 30事業体、「取り組んでいないが、興味がある」が 260事業

体、「取り組んでおらず、今後取り組む予定もない」が 933事業体であった。 

 

 

「取り組んでいたが、やめた」理由・原因は、「期待した成果が上がらなかったから」

が 10件、「必要な障害者等が集まらなかったから」が 3件で、「その他」の回答が 14件

で、そのうち、「事業の継続が困難になったから」が 5件、「職員の人手が足りないから」

が 2件、「連携先が地理的に遠いから」が 2件、「津波等の災害にあったから」が 2件とな

っている。 

 

111 
30 

260 

933 

水福連携の取組の有無

取り組んでいる。

取り組んでいたが、やめた。

取り組んでいないが、興味がある。

取り組んでおらず、今後取り組む予定もない。

 送付数 有効回答数 有効回答率（％） 

水福連携 5,465 1,334 24.4 
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また、「取り組んでいないが、興味がある」と答えた事業体にどのような条件が整えば

取り組めると考えているかを聞いたところ、「適切な作業の切り出し」が 33件、「連携先

との地理的条件」が 26件、「持続可能な事業性」が 17件、「連携先のニーズ」が 14件、

「施設の確保」が 11件、「障害者等の確保」、「労働時間のマッチング」と「水福連携の理

解」がともに 10件となった。 

 

 

一方、「取り組んでおらず、今後取り組む予定もない」と答えた事業体にその理由・原

因を聞いたところ、「水福連携の理解不足」が 96件、「地理的な要因」が 66件、「事業拡

大の余力不足」が 56件となり、その他に「他の作業との兼ね合いが難しいから」や「法

人の方針として、農林水産業を考えていないから」といった「事業方針」を挙げるものが

あり、また「体制不整備」や「障害特性との不適合」といった回答があった。その他、

「既に雇用が足りているから」や「現在行っている農福連携に満足しているから」といっ

た回答もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14

3

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16

その他

必要な障害者が集まらなくなったから

期待した成果が上がらなかったから

取組をやめた理由・原因（複数回答）

207

10

10

10

11

14

17

26

33

0 50 100 150 200 250

その他

水福連携の理解

労働時間のマッチング

障害者等の確保

施設の確保

連携先のニーズ

持続可能な事業性

連携先との地理的条件

適切な作業の切り出し

水福連携に取り組むための条件（任意回答）

92

21

24

34

56

66

96

0 20 40 60 80 100 120

その他

障害特性との不適合

体制不整備

事業方針

事業拡大の余力不足

地理的な要因

水福連携の理解不足

取り組んでおらず、今後取り組む予定もない

理由・原因（任意回答）
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水福連携に取り組んでいる 111事業体の状況は以下のとおりとなっている（（１）～

（６））。 

  

（１）水福連携に取り組んでいる事業体に関すること 

① 水福連携の取組年数 

水福連携に何年取り組んでいるか聞いたところ、「3年未満」が 46事業体で 41.4%と最も

多く、次いで「5年以上 10年未満」が 24事業体で 21.6%、「3年以上 5年未満」が 18事業

体で 16.2%の順となっており、5年未満の事業体が過半数を占め、10年未満の事業体では

全体の 3/4以上となっている。 

 

 

② 水福連携の取組パターン（複数回答） 

    取組パターンは、「連携型」が 64事業体で最も多く、次いで「直接雇用型」、「福祉完

結型」の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46

18

24

6

5
7 5

水福連携の取組年数

3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上

5

6

64

27

23

0 10 20 30 40 50 60 70

中間支援

グループ内連携型

連携型

直接雇用型

福祉完結型

水福連携の取組パターン（複数回答）
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49

44

2

16

経営の形態

福祉事業体

水産業経営体

特例子会社

水産業が本業ではない会社

協同組合・連合会

    なお、調査に当たっては、以下のような取組パターンを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 経営の形態 

水福連携に取り組んでいる事業体の経営の形態は、「福祉事業体」が 49事業体で

44.1%と最も多く、次いで「水産業経営体」が 44事業体で 40.0%、「協同組合・連合

会」が 16事業体で 14.4%となっている。「特例子会社」の回答は今回の調査ではなかっ

た。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

なお、水産業経営体の内訳は、「漁船漁業」が 4事業体、「養殖業（海面）」が 7事業

体、「養殖業（内水面）」が 6事業体、「加工業」が 27事業体となっている。 

 

④ 法人等の種類 

水福連携に取り組んでいる事業体の法人等の種類は、「社会福祉法人」と「NPO法

人」がともに 31事業体でそれぞれ 27.9%を占め、次いで「株式会社」が 24事業体で

21.6%の順となっている。「組合法人」と回答したところはなかった。 
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⑤ 障害福祉サービス事業の内容（複数回答） 

障害福祉サービス事業を行っている場合、その内容について聞いたところ、「就労継

続支援 B型」が 99件で、次いで「就労継続支援 A型」が 23件、「就労移行支援」が 10

件で、「生活介護」と回答したところはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水福連携に係る障害者等に関すること 

① 水福連携に携わっている障害者等の数 

   水産業に携わっている障害者等の数は、「6～10名」が 17事業体で最も多かったが、「1名」と

答えた事業体も 11あった。

 

 

 ② 水産業に携わっている障害者等の属性（複数回答） 

水産業等に携わっている障害者等の属性は、「知的障害者」が 264人で最も多く、次いで

「精神障害者」が 132人、「身体障害者」が 37人となっており、「刑務所の出所者」はいなかっ

た。また、「その他」では、「難病」や「不登校」、「失業者」等の回答があった。 

 

31

24
63

31

7
7 2

法人等の種類
社会福祉法人

株式会社

特例有限会社

合名・合資会社

組合法人

NPO法人

一般・公益社団法人、一般・公益財団法人

その他の法人

法人でない。

11
4

3

6

3

17

665

50

水産業に携わっている障害者等の数

1名 2名

3名 4名

5名 6～10名

11～15名 16～20名

21名以上 未回答

7

10

99

23

0 20 40 60 80 100 120

その他

就労移行支援

就労継続支援B型

就労継続支援A型

障害福祉サービス事業の内容（複数回答）
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11

0

1

7

0

4

0

0

24

132

264

37

0 50 100 150 200 250 300

その他

過去に引きこもり経験のある者（障害なし）

過去に引きこもり経験のある者（障害あり）

要介護認定を受けた高齢者

生活困窮者（障害なし）

生活困窮者（障害あり）

刑務所の出所者（障害なし）

刑務所の出所者（障害あり）

発達障害者

精神障害者

知的障害者

身体障害者

水産業に携っている障害者等の属性（複数回答）

31

33

6

7

4

0 5 10 15 20 25 30 35

その他

水産加工業

養殖業（内水面）

養殖業（海面）

漁船漁業

障害者等が携わっている分野（複数回答）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 障害者等が携わっている分野（複数回答） 

障害者等が携わっている分野では、「水産加工業」が 33件と最も多い。「その他」では、「資

材の調整」や「海藻の袋詰め」といった分野が挙げられている。 
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  なお、それぞれの分野の「職種・作業」については、以下のような回答があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 障害者等の作業等の形態 

障害者等の作業等の形態は、「作業補助として従事」が 27 事業体で最も多く、次い

で「作業の一部工程に従事」が 17事業体、「作業の全工程に従事」が 10事業体となっ

ており、回答があった中では「業として実施」している形態が大半を占めている。 
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3

37

13

25

11

26

48

12

49

33

88

58

88

23

26

0 50 100

その他

関係者の理解の深化

水福連携の専門技術を持つ人材（コーディネーター）の育成・確保

マッチングの拡大

治具（作業補助器具）の検討・整備

施設整備や機械購入等の経費の調達

障害の特性等に応じた効果的な指導ができる人材の育成・確保

障害者等の作業支援に役立つIT技術の開発・導入

作業中のトイレの確保

作業場までの距離・移動手段の確保

障害者等の適性に応じた作業の創出

作業中の障害者等の安全・健康管理

通年での仕事の創出

売れる製品の商品化

水福連携による生産物等の販路の拡大や広報宣伝策

水福連携を進めていくに当たっての課題（複数回答）

 

 

（３）課題に関すること 

 〇 水福連携を進めていくに当たっての課題（複数回答） 

水福連携を進めていくに当たっての課題は、「通年での仕事の創出」と「障害者等の

適性に応じた作業の創出」がともに 88件で最も多く、次いで「作業中の障害者等の安

全・健康管理」が 58件、「障害の特性等に応じた効果的な指導ができる人材の育成・確

保」が 48件となっている。「作業中のトイレの確保」や「関係者の理解の深化」を挙げ

るものも多いが、水福連携産品に係るものはそれほど多くない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事故に関すること 

① 水産業に係る事故の有無 

   「水産業等に係る事故はありましたか（水福連携に係るものに限りません。ここ 2年

以内に発生したものとし、機械のへこみやちょっとしたかすり傷等、軽微なものは除き

ます。）」との質問に対して、「特に事故はなかった」との回答が 84事業所で 75.7%とな

り、「何らかの事故があった」との回答が 27事業所で 24.3%となった。 

 

10

17

27

23

52

障害者等の作業等の形態

作業の全工程に従事
作業の一部工程に従事
作業補助として従事
趣味や余暇の一環としての取組
専ら障害のケア（障害の程度の回復・改善）として実施
未回答
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86

1

14

12

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

特に事故はなかった。

その他

負傷

施設・機械の損傷

水産業に係る事故（複数回答）

24

1

1

5

10

0 5 10 15 20 25 30

特に事故はなかった。

その他

障害者等以外の負傷

障害者等の負傷

施設・機械の損傷

障害者等が水産業に携わることによる事故（複数回答）

 

 

「特に事故はなかった」と答えたもの以外では、「負傷」が 14件で、「施設・機械の棄

損」が 12件となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 障害者等が水産業等に携わることによる事故（複数回答） 

   次に、①で「特に事故はなかった」と答えた者以外（何らかの事故があったと答えた

者）に対して、「障害者が水産業に携わることによる事故はありましたか（ここ 2年以内

に発生したものとし、機械のへこみやちょっとしたかすり傷等、軽微なものは除きます。）」

と質問したところ、「特に事故はなかった」と答えたもの以外では、「施設・機械の損傷」

が 10件、「障害者等の負傷」が 5件、「障害者等以外の負傷」が 1件となった。事故全般

と比較すると、障害者等が作業に入ることにより、「施設・機械の損傷」の割合が大きく

なっている。また、「負傷」に関しては、障害者等本人の負傷が障害者以外の負傷よりも

多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ②の事故の発生状況（複数回答） 

②で「特に事故はなかった」と答えた者以外（何らかの事故があったと答えた者）に

対して、「事故はどのように発生しましたか」と質問したところ、「施設外就労や作業委

託で、請負先での作業中に発生」が 2件で、「自社の作業場等で作業中に発生」と「作

業場等への移動中に発生」がともに 1件という結果となった。 

27

84

水産業に係る事故の有無

事故があった

特に事故はなかった
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2

1

2

1

2

5

2

4

5

1

0 2 4 6

その他

特に対応を行わなかった。

新たに保険に加入した。

事故に係る作業工程からすべての障害者等を外した。

事故に係る作業工程から事故に関係した障害者等を外した。

障害者等に対して研修等により注意喚起を行った。

労務管理体制を見直した。

指導監督を行う者等の教育を行った。

作業工程を見直した。

事故が起こりにくくなるように、新たな施設等を導入した。

事故の再発防止件（複数回答）

19

9

35

3

42

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

未加入

国の労災保険

民間の保険

JF共済

福祉の保険

障害者等の水産業に係る保険への加入（複数回答）

1

2

1

0 0.5 1 1.5 2 2.5

作業場等への移動中に発生

施設外就労や作業委託で、請負先での作業中に発生

自社の作業場等で作業中に発生

障害者等が水産業に携わることによる事故（複数回答）
 

 

 

 

 

 

 

 

また、事故の発生状況の詳細を聞いたところ、「自社の作業場等で作業中に発生」では

「雑な取り扱いによる機械の故障やコードの切断」、「施設外就労や作業委託で、請負先

での作業中に発生」では「パレットからの落下」との回答があった。 

 

④ ②の事故の再発防止の対応（複数回答） 

「事故の発生防止に向けて何か対応を行いましたか」との質問に対しては、「作業工程

を見直した」と「障害者等に対して研修等により注意喚起を行った」がともに 5 件で最

も多く、次いで「指導監督を行う者等の教育を行った」が 4件となった。 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 障害者等の水産業等に係る保険への加入（複数回答） 

「障害者等は水産業等に係る保険に何か加入していますか」と質問したところ、「福祉

の保険」との答えが 42件で最も多く、次いで「民間の保険」が 35件となっており、「JF

共済」との回答は少ない。「未加入」との回答も一定数あった。 
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（５）年金に関すること 

○ 障害者等の年金への加入（複数回答） 

「障害者等は年金に加入していますか」と質問したところ、「障害者基礎年金」が 260

件で最も多く、「厚生年金」が 56 件となっている。「不明」が 73 件で、意外と障害者等

の年金加入状況が把握されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）今後の取組 

① 水福連携の今後の取組 

 「今後、水福連携の取組をどうしようと考えていますか」という質問に対しては、「現

状を維持したい」が 73 事業所で最も多く、67.6%を占めている。次いで「拡大したい」

が 34事業所で 30.6%を占め、「縮小するか、やめたい」はわずか 2事業所にすぎない。今

後、水福連携に関してポジティブに考えていることが伺える。 

 

  「拡大したい」とする理由としては、「工賃向上」、「利用者の満足度」、「地域社会貢献」

や「共生社会の実現」が挙げられており、「現状を維持したい」理由としては、「他の作業

との兼ね合い」を筆頭に「物価の高騰」、「移動手段の限界」、「障害特性のばらつき」、「安

全性の確保」、「通年での仕事の切り出し」といった回答が多い。一方、「縮小するか、や

めたい」理由としては、「事業の悪化」や「利用者の高齢化」といった回答があった。 

 

② 行政等による視察等の受入 

   「行政等による視察等の受入は可能ですか」という質問に対しては、「要相談」が 49事

業所で最も多く、44.1%を占め、次いで「受入可能」が 35事業所となり、「受入不可」が

27事業所となった。 

 

34

75

2

水福連携の今後の取組

拡大したい。

現状を維持したい。

縮小するか、やめたい。

73

19

30

56

260

0 50 100 150 200 250 300

不明

未加入

その他の年金

厚生年金

障害者基礎年金

障害者等の年金への加入（複数回答）
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（７）水福連携のネットワーク等への参加 

 ① 水福連携のネットワークへの参加 

有効回答の 1,334事業所に対して「行政又は民間の主導する水福連携のネット―ワー

クに参加していますか」という質問をしたところ、「参加していない」が 1,259事業所

件で 94.3%という結果となり、水福連携のネットワークへの参加はこれからという状況

と言えそうだが、「かながわ水福」等への参加等、少数ながら「参加」という回答もあ

った。 

 

 

② 水福連携に係るイベントへの参加 

    「これまで、水福連携に係るイベント（講演会、セミナー、シンポジウム等）に参

加したことがありますか（リアル又は Webを問いません。）。」という質問に対して

は、「参加したことがない」が 1,090事業所で、全体の 81.7%を占めた。水福連携の

ネットワークへの参加と同様、水福連携に係るイベントへの参加もこれからという状

況と言えそうである。「参加したことがある。」と回答した具体例としては、「かなが

わ水産業福祉連携推進研究会」等があった。 

 
 

③ 情報提供の希望 

「行政等からの水福連携に係る情報提供を希望しますか」という質問に対し

ては、「希望する」が 355事業所で 26.6%を占め、「希望しない」が 794事業所で

35

49

27

行政等の視察等の受入

受入可能

要相談

受入不可

30

1,259 

45

水福連携のネットワークへの参加

参加

不参加

未回答

62 

1,090 

182 

水福連携に係るイベントへの参加

参加

不参加

未回答
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355

794

185

情報提供の希望

希望する

希望しない

未回答

59.5%という結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）水福連携に関するイメージ 

 ○ 水福連携に関するイメージ（任意回答） 

「障害者等が水産分野で雇用されたり、就労したりすることについて、どのようなイメージを

お持ちですか」という質問に対しては、「就労の範囲が広がるのは良い」や「障害者の得意なこ

とを活かせる作業があると思う」といった肯定的なものがある一方、「安全面に不安がある」や

「冬の作業は福祉では厳しい」といった否定的なものも見受けられた。 

水福連携に関する 

イメージ 

肯定的 

就労の範囲が広がるのはよい。 

水族館とのマッチングの可能性がある。 

障害者の得意なことを活かせる作業があると思う。 

カキの養殖で殻むき等、活躍できる作業は多くある。 

日本の食を担う水産業の分野で障害者が活躍することは大

変意義深く、未来につながることだと考える。 

以前勤務していた職場の関連企業に特例子会社があり、障

害者の方の能力（意識、意欲）が高いことは認識してお

り、過疎地域の農水産分野の従業員確保と障害者の社会進

出には、公的機関が携わる必要がある。 

枠組みとしては、農福連携と同じで、障害者の方たちが働

ける機会が増えるためとてもよい取組だと思っている。も

っと規模が大きくなることを期待している。 

農福連携同様､水産業者サイドにも福祉事業所サイドにもメリ

ットがあるように思う｡ 

就労者の拡大に繋がる。当事業所は海に近い場所にあり､魚

市場にも近いので､大変関心を持っている｡ 

否定的 

安全面に不安がある。 

冬の作業は福祉には厳しい。 

創造性や生産性の低い作業をしているイメージがある。 

障害者への理解が不十分な印象がある。 

進出しているイメージがまったくわかない。 

力仕事や刃物の取扱いが難しいイメージがある。 

朝が早く、生物を多く扱うので、向いていない。 

農福連携で苦労した経験があり、水福連携も不安がある。 

健常者でも厳しい仕事を安くさせるイメージがある。 
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農福連携は身近だが、水福連携はあまり聞いたことがな

く、想像が難しい。 

障害者雇用を安い労働力の提供と誤解している一部の雇用

者がいるように感じる。 

水産分野に限らず経営状況がよくないところでは厳しい。 

水産業ではある程度の危険作業も想定されるので、作業指

示を受け、ある程度の自己判断による危険回避が必要であ

るので、就労については難しいところがあると思う。 

 

（９）情報公開 

① 行政への情報公開 

「この調査の回答内容により、データベースを構築し、必要に応じて、国、地方公共団

体等に公開することとしています。この調査による回答の個別の内容（事故や年金に係

るものを除きます。）を公開しても構いませんか」と質問したところ、「公開しても構わ

ない」が 665事業所で、「公開しないでほしい」が 475事業所となった。 

 

 

② コーディネーターへの情報公開 

①で「公開しても構わない」と回答した事業所に対して、「公開する範囲は、国及び地

方公共団体のほか、地方公共団体が把握している、水福連携のマッチングを行うコーデ

ィネーターも想定されます。このコーディネーターへの公開はよろしいでしょうか。」と

質問したところ、「公開しても構わない。」が 566事業所、「公開しないでほしい。」が 99

事業所となった。 

 

 

５ まとめ 

  水福連携の調査結果を見ると、農福連携や林福連携のそれと比べて、「水福連携という言

葉を知らなかった」といった回答が、参入しない理由として随所に見られた。また、「取り

組んでいたが、やめた」という回答も極めて少なく、水福連携の普及はこれからといった

665

475

194

行政への情報公開

公開可

公開不可

未回答

566

99

コーディネーターへの情報公開

公開可

公開不可
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状況にあるように見受けられる。すでに参入している事業者からの「今後の取組」に関し

ても、大多数が拡大又は現状維持を考えており、水福連携を肯定的に捉えているようであ

る。 

  水福連携の課題としては、「安全面の確保」等が危惧されている結果となったが、実際の

事故の件数は比較的少ないように映る。参入条件としても最も多い回答となった「通年と

しての仕事の切り出し」に対しては、今後、農福連携と同様に優良先行事例がそのモデル

となっていく可能性が高い。ネットワークやイベントへの参加状況から、神奈川県が水福

連携の先行事例となっていることが伺われる。 

   


